
  令和2年 10月 7日 

 

 

 

令和 2年度 予算執行調査の結果（10月公表分）について 
 

 

 

○ 財務省及び財務局が実施する令和2年度の予算執行調査の対象と

した42件のうち、調査の終了した21件の調査結果が財務省におい

て公表されましたので、お知らせいたします。 

  （参考）他の13件の調査結果については、令和2年 8月 31日公表済。 

 

＜財務省のホームページ＞ 

https://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution_audit/fy2020/sy0210/0210b.html 

 

 

○ このうち近畿財務局では、「№34 港湾整備事業（戦略的インフラ

老朽化対策）」と「№40 外部書庫に係る経費」のとりまとめを行い

ました（別紙）。 

 

 

（ 参考 ） 

予算執行調査とは、財務省主計局の予算担当職員や日常的に予算執行の現場

に接する機会の多い財務局職員が、予算の執行の実態を調査して改善すべき点

等を指摘し、予算の見直しや執行の効率化等につなげていく取組です。 

 

 

 

 

     

 

Ministry of Finance  Kinki Local Finance Bureau 

News Release 財務省近畿財務局 

 

【お問合せ先】 財務省近畿財務局 理財部 主計第２課 

                           ℡ 06-6949-6365 
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総 括 調 査 票

調査事案名 （34）港湾整備事業（戦略的インフラ老朽化対策）
調査対象
予 算 額

令和元年度（補正後）：267,330百万円の内数（臨時・特別の措置を除く）
ほか
（参考 令和２年度：241,081百万円の内数（臨時・特別の措置を除く））

府省名 国土交通省
会計 一般会計

項 港湾事業費 ほか 調査主体 共同

組織 国土交通本省ほか 目 港湾改修費補助 ほか 取りまとめ財務局 （近畿財務局）

①調査事案の概要

（１）予防保全による維持管理の効率化

【事案の概要】
○ 公費で建設された港湾施設については、地方公共団体を主とする港湾管理者が維持管理を行っている。
○ 高度成長期以降に整備された港湾施設は、平成25年以降20年で建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に上昇する。
（平成25年:11％ ⇒ 令和15年:51％）

○ 国土交通省では、ライフサイクルコストを抑制しつつ個々の施設の延命化を図るため、施設の老朽化状況、利用状況、優先度等を考慮した、施設単位
の維持管理計画に基づき計画的かつ効率的に維持管理・更新等を行うこととし、港湾施設の老朽化対策を推進している。

○ しかしながら、「インフラ長寿命化計画（行動計画）のフォローアップ」（令和元年９月）において、港湾施設は〔点検対象数に占める完了数〕や
〔修繕完了数〕の完了割合が他の公共施設と比較して低い傾向にあることから、本調査では、港湾管理者による維持管理に関する取組の実施状況を
あらためて検証する。（上記フォローアップにおける点検完了の割合 港湾 係留施設:79％、道路 橋梁:99％、住宅 公営住宅:92％）

○ あわせて、既存ストックの活用を推進する観点から、新規事業の実施にあたり港湾管理者において適切なコスト比較が行われているか、実態を調査し
検証する。

（１）予防保全による維持管理の効率化

①調査事案の概要７号岸壁の250mの延伸にか
かる投資＋維持管理コスト

既存岸壁（１号、２号、３号（一部））の改良
にかかる投資＋維持管理コスト＜

（２）新規事業の実施にあたり行われるコスト比較のイメージ

１～３号岸壁はもともと
貨物の荷役に使用され
ていたが、著しい老朽
化のため、１～２号岸壁
については廃止（護岸
へ用途変更）、３号岸壁
の一部は物資補給岸
壁へ用途変更したうえ
で、新規投資として７号
岸壁を延伸し、３、４、７
号岸壁にその貨物の集
約を行うもの。

kk000087
テキスト ボックス
　　　別紙
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１．維持管理に関する取組の実施状況
について

２．コスト比較の実施状況について

○ 国土交通省は、令和２年度までを計画
期間とする「国土交通省インフラ長寿命
化計画（行動計画）（平成26年５月21日
）」を定め、港湾管理者による維持管理
計画の策定、定期点検診断の実施、修繕
・更新等の対策費用の算定等を推進する
こととしている。

○ この実施状況を確認するため、港湾管
理者に対してアンケート調査、ヒアリン
グを実施する。

○ 既存ストックを有効活用するため、
新規事業の着手にあたっては、事業コス
ト縮減の観点から適切なコスト比較が行
われている必要がある。

○ 耐用年数経過前の施設が安易に用途
変更・廃止される等、適切な検証が行わ
れていない事例が発生していないか、実
態を確認する。

【調査対象年度】
平成21年度～令和元年度

【調査対象先数】
港湾管理者：166先
国土交通省（港湾局）：１先

（２）計画策定等を促すための取組と課題

（１）維持管理計画の策定等の実施状況

③調査結果及びその分析

１．維持管理に関する取組の実施状況について

○ 計画策定等の実施状況は【図１】のとおりであり、「完了の目途がたっ
ていない」、「未着手」といった回答が認められる。

○ 計画策定等が未了となっている理由を港湾管理者に確認したところ、人
手不足、資金不足、知見不足が挙げられた。【図２】

【図３】国による支援等の利用状況

【図１】計画策定等の実施状況

33.8% 41.8% 14.4% 10.0%

人手不足 資金不足 知見不足 その他

【図２】計画策定等が未了となっている理由

○ このほか、新たな支援策として①実地監査時の共同定期点検、②発注
作業の支援、③国の職員の派遣等が考えられるが、これらについて港湾
管理者からの関心が高い。【図４】

＜新たな支援策＞
①実地監査時の共同定期点検
国が行う実地監査時に、共同点検を実施

②発注作業の支援

修繕工事や点検の委託契約の事務について、国のノウハウ（国及び他の
港湾管理者が採用した点検技術、活用した施工技術）を共有

③国の職員の派遣等

専門性を有する国の職員の派遣等により、計画策定や点検作業等を技
術的に支援

【図４】新たな支援策への関心

国の職員の派遣等

発注作業の支援

実地監査時の
共同定期点検
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工夫事例集の活用

出前講座

業務艇等の機材貸出

国土交通省の取組 課題

港湾管理者による港湾施設等の整備事
業について、当該施設にかかる維持管
理計画の策定等が完了していることを、
国費投入（国の直轄事業又は港湾管理
者に対する補助）の要件としている。

当面、整備事業が予定されていない施
設について、計画策定等が後回しにされ
ている。

維持管理計画の策定や点検の手法等に
関する工夫事例集の作成・公表、国の
職員による出前講座、点検実施時に利
用できる業務艇等の機材貸出を実施。

これらの支援策は人手・資金・知見の不
足を補完し得るものであるが、支援策が
十分に周知されていないこと、地方整備
局毎の取組にばらつきがあること等から、
利用は少数にとどまっている。【図３】

○ 国土交通省は、港湾管理者による計画策定等を促すための取組を行っ
ているが、港湾管理者からのヒアリングにより、次のような課題が認
められた。

80.3%

84.6%

13.6%

9.3%

6.1%

6.1%

作成・実施済み 令和２年度に完了予定

完了の目途がたっていない

①個別施設の維持管理計画の策定状況

②定期点検診断の実施状況

③維持・更新等の対策費用算定

52.5% 24.8% 22.7%

作成・実施済み 算定中 未着手
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④今後の改善点・検討の方向性

○ 当面、整備事業が予定されていない施設についても、維持
管理計画の策定等を進めるインセンティブが働くようなルール
作りが必要である。例えば、国費投入の要件として、整備事業
の対象施設以外の施設の維持管理計画策定についても要件化す
ることにより、維持管理計画策定の推進を図ること等が考えら
れる。

○ 港湾管理者への支援策について、積極的に周知するととも
に、全ての地方整備局で実施できる体制を早急に整えるべき。
新たな支援策についても、適正なコスト負担を求めつつ、ニ

ーズに合わせてメニュー化を行う必要がある。

③調査結果及びその分析

１．維持管理に関する取組の実施状況について

２．コスト比較の実施状況について

２．コスト比較の実施状況について

○ 維持管理により施設の利用を継続する場合と新規施設を整
備する場合のコスト比較について、ガイドラインやマニュアル
などでその意義や重要性を解説することなどにより、港湾管理
者の理解を促すとともに、どのような場合にコスト比較をする
のかといった基準や手続きを示す必要がある。

○ 国土交通省では、新規施設の整備にあたっては、既存施設を維持修繕により使用し続ける場合と、
既存施設を廃止等（荷役休止や不荷役岸壁としての用途変更（物資補給岸壁、護岸化等））し新規施
設を整備する場合とのコストを比較し、新規施設の整備の方が安価だと認められる場合に事業の実施
が正当化されるとの考えを示している。

【表１】コスト比較の実施状況

残耐用年数10年以上で
廃止等した施設

コスト比較（※）をした施設

国際戦略港湾 9 0
国際拠点港湾 1 0
重要港湾 1 0
地方港湾 2 0

（単位：施設）

（※）既存施設を維持修繕により使用し続ける場合と、新規施設を整備する場合の費用を比較

（１）コスト比較にかかる国土交通省の考え方

（２）実施状況の検証

（３）コスト比較が実施されていない理由

○ 平成21～令和元年度の過去11年間において、本来の耐用年数を10年以上残して既存施設を廃止等し、
新規施設の整備を行った５港湾管理者の13施設（計画段階のものは除く）では、上記のようなコスト比
較を実際に行っている案件は無かった。【表１】

○ コスト比較をしていない理由を港湾管理者からヒアリングしたところ、「費用対効果分析を行った
のでコスト比較は不要」等の回答があり、コスト比較の意義や重要性が認識されていなかった。

○ 国土交通省の各種ガイドラインやマニュアルで、コスト比較の考え方について言及されているもの
は無かった。
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総 括 調 査 票 （行政経費等に係る府省横断的な調査）

調査事案名 （40）外部書庫に係る経費
調査対象
予 算 額

【参考】令和元年度（調査対象実績額）：806百万円
※調査対象先からの報告額を積み上げ

府省名 各府省
会計

一般会計
特別会計

項 － 調査主体 共同

組織 － 目 － 取りまとめ財務局 （近畿財務局）

①調査事案の概要

②調査の視点

【調査対象年度】
令和元年度

【調査対象先数】
本府省等 ： 42先
地方支分部局等：363先（※）

計 ：405先
※ 事務所等出先機関を含まない。

各官署は、文書の保管に当たり、庁舎内の書庫スペースが不足した場合、建物の賃借または保管等
業務委託（※）により、庁舎外に文書の保管場所を確保している。また、あわせて、夜間・休日対応、
緊急配送などの様々な付帯サービスを利用している。
（本調査は、平成27年度予算執行調査のフォローアップ調査として実施。）

【前回の調査結果（平成27年度）の概要】

調査結果の概要及び今後の改善点・検討の方向性

１．外部書庫の利用契約に当たり、条件・仕様に基づく利用実績がない場合
や不適切な契約内容となっている場合は利用実態等に応じた改善を早急に
図るべき。

２．行政文書の保管等業務委託契約については、調達コスト削減のため可能
な限り共同調達を実施し契約の集約化を図るべき。

利用実態に即し
た仕様に見直し、
経費の削減を図っ
た。

反映の内容等

【事案の概要】

① 国有財産（庁舎）の使用 ② 建物の賃借 ③ 文書の保管等業務委託

<< 外部書庫 >><< 庁舎内書庫 >>

③調査結果及びその分析

１．外部書庫の使用状況について

令和元年度においては、405官署中75官署で119件（※１）の
外部書庫を使用しており、このうち31件が建物の賃借、88件が
保管等業務委託であった。また、79件は単価契約（※２）で
あった。

単価契約を除く39件（※３）の外部書庫について、令和元年
度末時点の使用率（実保管数量／最大保管数量）を確認したと
ころ、平均使用率が90%を超えた一方で、使用率が「80%以下」
のものが７件（18%）認められた。【図１】

※１ 建物の賃借の場合は箇所数、保管等業務委託の場合は契
約数。

※２ 単価契約とは、１単位（箱、面積等）当たりの価格を設
定し、支出額がその使用状況に応じて決まる契約のこと。

※３ 年度途中で廃止となった１件を除いている。

80%以下
７件（18%）

90%超
23件（59%）

39件
（平均92%）

【図１】外部書庫の使用率

80%超90%以下
９件（23%）

※ 保管等業務委託とは、各官署が保有する文書の保存・管理等を事業者に委託すること。

１．外部書庫の使用状況について

２．付帯サービスの利用状況について

外部書庫の規模（保管容量）は、過大でないか。

利用実績がないなど、必要性の低い付帯サービスはないか。

３．外部書庫の契約方式等について

競争性のある契約が行われているか。
スケールメリットを活かした調達が行われているか。
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③調査結果及びその分析 ④今後の改善点・検討の方向性

１．外部書庫の使用状況について

２．付帯サービスの利用状況について

付帯サービスについては、利用実績
や利用見込を踏まえ、その必要性を精
査すべき。

２．付帯サービスの利用状況について

「夜間・休日対応、緊急配送」などの付帯サービスについては、104件（87%）の外部書庫において、その提供が選定時の条
件とされていたが、このうち46件（44%）の外部書庫で、利用実績のない付帯サービスが存在した。
サービス内容ごとの利用状況をみると、「利用実績なし」の割合が最も高い付帯サービスは「夜間・休日対応、緊急配送」

であり、次いで「廃棄対応」であった。【表】

外部書庫については、その使用状況
を踏まえ、適切な規模（保管容量）と
すべき。

一括・共同調達※

26件（22%）

単独調達
93件（78%）

119件

【図３】外部書庫の調達方法

３．外部書庫の契約方式等について

（１）契約方式
外部書庫の契約方式については、68件（57%）が見積依頼先１者

の随意契約であった。【図２】
また、このうち少なくとも28件（41%）の外部書庫において、

５年以上、契約先等の見直しを検討していなかった。

（２）調達方法
外部書庫の調達方法については、93件（78%）が単独調達であっ

た【図３】。その理由としては「従前からの契約を継続」が45件
（48%）で最も多く、次いで「セキュリティ面の懸念」が25件
（27%）であった。
また、同一の官署内において、課室等ごとに複数の外部書庫を

調達している事例も認められた。

３．外部書庫の契約方式等について

外部書庫の契約に当たっては、競争
入札や複数者への見積依頼など、競争
性の向上に努めるべき。
また、一括・共同調達の実施や官署

内の契約の集約化など、スケールメ
リットを活かした調達方法を検討すべ
き。

サービス内容（複数利用あり）

計夜間・休日対応、
緊急配送

廃棄対応 現場閲覧 保管箱提供
保管物リスト

作成
集配送対応

付帯サービスのある外部書庫件数 21 37 80 36 31 79 104

うち利用実績なしの件数 （割合） 18 (86%) 14 (38%) 27 (34%) ８ (22%) ５ (16%) ７ (９%) 46 (44%)

随意契約（１者見積）
68件（57%）

119件

【図２】外部書庫の契約方式

随意契約（複数者見積等）※
24件（20%）

【表】サービス内容ごとの利用状況

※ 一括・共同調達とは、他官署と共同して調達を行うこと。また、
自官署内で事務所等出先機関分も含めて一括して調達を行うこと。

○ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）（抄）
第99条の６ 契約担当官等は、随意契約によろうとするときは、
なるべく二人以上の者から見積書を徴さなければならない。

競争入札
27件（23%）

※ 公募型随意契約を含む。
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